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3.2 長周期地震動による被害軽減対策の研究開発 

 

3.2.1 高層建物実験システムの検証 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

長周期地震動を受ける高層建物群の被害状況は依然として明らかでなく、損傷過程、終

局状態を適切に表現する実験資料を積み重ね、想定される被害を総合的に評価する必要が

ある。 

既存高層建物の安全性確保、高機能性確保の観点から、長周期地震動を受ける高層建物

の地震時応答評価や効率的な応答低減技術に関わる検討・検証を行うため、E-ディフェン

スを活用した実験を実施する等、架構の損傷評価、応答低減技術による損傷軽減効果の定

量的評価および機能保持・避難性等に関わる研究開発を進め、安心・安全な高層建物の広

い普及のための基礎データを得る。 

 

(b) 平成 20 年度業務目的 

付加的な実験装置を用いる振動台実験手法 1), 2), 3) の考え方を適用し、前年度に実施し

た実験システムに対する震動台実験のデータを詳細に解析することで、実験システムとし

ての妥当性と課題点を考察する。付加的な実験装置を用いる振動台実験手法の考え方を適

用し、E-ディフェンス震動台の持つ性能を最大限に活かす実験となっていたか、実際の揺

れの中で高層建物が被る損傷を直接表現しうる実験となっていたかという視点から、入力

した地震動と応答工学量（最大層間変形角、エネルギー消費等）関係を整理し、21 年度に

実施される応答低減実験への適用性を確認する。 
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(2) 平成 20 年度の成果 

(a) 業務の要約 

実験データから、本実験システムのコンセプトと実験結果の対応を考察した。付加的な

実験装置を用いる振動台実験手法の考え方を適用し、E-ディフェンス震動台の持つ性能を

最大限に活かす実験となっていたか、実際の揺れの中で超高層建物が被る損傷を直接表現

しうる実験となっていたかという視点から、特に、最大層間変形角、エネルギー消費につ

いて実験結果を整理した。その結果、地震動のもつ周期特性に応じた振動モードを示す地

震応答が再現され、長周期地震動を受ける超高層建物が、設計想定レベルの塑性変形を多

数回被り、その塑性変形が累積される状況を再現できる実験システムであることを確認し

た。 

 

(b) 業務の成果 

1) 実験手法 

a) 振動台と試験体用の力学モデル 

統計資料 4)

 

によれば、超高層建物の軒高の多くが 60-100 mに位置する。本研究で設定し

た高さ 80 mの超高層建物の平均像とE-ディフェンス震動台を図 1 において比較するが、施

設の制限から許される試験体の高さは、平均像の 1/4 程度である。本実験では、こうした

条件下で、最大レベルの実架構を用意し、振動台に入力する地震動に対して超高層建物と

同等の地震応答が生じるよう、実験装置を取り付ける。その試験体には、超高層建物群の

平均的な力学特性を与える。まず、想定する高さ 80 m、21 階建ての超高層建物に対して、

試験体用の 21 層モデルを設定する。さらに、これを縮約モデルに置換し、試験体に展開す

る。その詳細を以下に述べる。 

図 1 超高層建物の平均像と E-ディフェンス震動台 

超高層建物の平均像  振動台平面  振動台側面  

試験体サイズ  

20 m 

22ｍ  
15 m 

80m 
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図 2 力学モデルと試験体 

 

－21 層モデル－ 

21 層モデルは、E-ディフェンス震動台に搭載が可能な重量を踏まえ、1000 tの 21 質点

せん断ばねモデルとする。層の力と変形の関係をトリリニア骨格曲線とし、その力学パラ

メータを統計資料 4), 5), 6)

初期剛性は、1 次固有周期T

から、平均的な値になるように決める。 

1が想定建物高さHの 0.03 倍、すなわち 2.4 秒となるように

与える。高さ方向の剛性分布、強度分布はAi分布に基づいて決める。第 1 降伏点、第 2 降

伏点のベースシヤ係数は、設計用ベースシヤ係数C bの 1.4 倍、2.0 倍とする。C bは、標準

せん断力係数C 0を 0.3 とし、T 1

 

に反比例させて 0.125 とする。第 2 剛性は初期剛性の 0.6

倍、第 3 剛性は初期剛性の 0.1 倍とする。 

－縮約モデル－ 

21 層モデルに対する予備応答解析を実施したところ、長周期地震動を受ける場合の最大

変形および累積塑性変形は、中層から下層にかけて大きくなった。異なる長周期地震動を

用いた複数の地震応答解析 7), 8), 9) 

21 層モデルに対する固有値解析では、1 次モードから 3 次モードまでの刺激係数が全体

の 90 % 以上を占める。よって、縮約層は 3 層とする。ここでは、21 層モデルの 19 階、14

階、9 階に質量M

においても、同様の傾向が報告されている。これらを

踏まえ、特に下層において損傷が進行する場合を対象とし、4 層の架構を下層として用意

する。それよりうえは、コンクリート錘と積層ゴムを基本とする実験装置によって表現す

る。この部分を縮約層と呼ぶ。その基本となる縮約モデルは、21 層モデルの上層部を数層

ごとに縮約して導出する。概要を図 2 に示す。 

eを集約し、その間の剛性は 5 層の直列剛性K eとする。降伏強度は 5 層の

平均強度Q ye

 

とする。こうして導出された縮約モデルの 1 次から 3 次までの固有周期は、21

層モデルの値に対して 5 %以下の相違となる。 
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縮約層；  
コンクリート錘と積層ゴム  

制約条件  

平面 20 m-15 m 
高さ 22 m 
総重量 1200 t 

架構；  
鋼構造部材と  
床スラブ  
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b) 地震動と地震応答解析 

本研究で用いる地震動を表 1 に示す。設計用地震動として最大速度を基準化したエルセ

ントロ波（レベル 1：0.25 m/s、レベル 2：0.5 m/s）を採用する。首都圏に予測される長

周期地震動として、関東地震を想定した気象庁波（以下、TOKと称す）、東海地震を想定し

た東扇島波(以下、HOGと称す)を採用する 10), 11)。さらに、東海・東南海地震を想定した東

海地方の長周期地震動、三の丸波(以下、SANと称す)を採用する 12)

表 1 本研究で用いる地震動 

。  

地震動  表記  想定地震  備考  

エルセントロ波  EL - 設計用  

東京・気象庁波  TOK 関東地震  首都圏  

川崎・東扇島波  HOG 東海地震  首都圏  

名古屋・三の丸波  SAN 東海・東南海地震  東海  

 
速度応答スペクトルを図 3 に示す。それぞれ、試験体の想定 1 次固有周期帯において、

大きなスペクトル振幅をもつ方向成分（NS または EW 方向）を示す。 

 

 

図 3 地震動の速度応答スペクトル 
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図 4 地震応答解析による最大層間変形角 

 

1 次固有周期 2.4 秒に対応するスペクトル振幅について、TOK-NS はエルセントロのレベ

ル 1(EL-NS-L1)と同程度、HOG-NS はエルセントロのレベル 2(EL-NS-L2)の 1.2 倍程度、

SAN-EW は EL-NS-L2 の 1.5 倍程度という関係にある。地震応答解析における 21 層モデルと

縮約モデルの最大層間変形角を図 4 に示す。なお、ここでのモデルは、基礎の固定度を踏

まえて 1 階の初期剛性を 25 %、2 階の初期剛性を 5 % 高くしている。縮約モデルにおける

縮約層の最大層間変形角は、層の最大変形を 5 層分の階高で除して等価な値とし、19 階、

14 階、9 階の中間にプロットしている。いずれの地震動に対する応答も、21 層モデルの分

布をよく近似している。図には示さないが、このとき、縮約層の各質点における最大応答

加速度、最大応答速度、最大応答変位は、21 層モデルの 19 階、14 階、9 階における値と

ほぼ等しい。ここで、架構を 4 層とするのは、施設の制約条件によるところであるが、解

析結果によれば、この範囲に最大レベルの変形が生じうる。 

 

2) 試験体設計 

試験体と架構の詳細を図 5、図 6 に示す。振動台上における試験体の全景を図 7 に示す。

試験体に関わる主要な諸元を表 2 に示す。 
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a) 鋼構造架構 

部材レベルの構造詳細は、各時代の技術水準等を反映しており、1980 年以前に建てられ

た超高層建物には、現在の規定において FD ランクに分類される梁も使用された。柱梁接合

部には、アールをとらないスカラップ、せん断のみを考えたウェブボルト接合等が用いら

れた。試験体には、そうした初期の構造詳細を組み込む。 

 

図 5 試験体 
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図 7 振動台上の試験体全景 
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階高、スパン長さを実寸とする架構は、振動台平面の長辺方向を 2 スパンの桁行方向、

短辺方向を 1 スパンの梁間方向とした。鋼材は、当時よく用いられたSM50Aに近い材料特性

のSM490Aを採用した。架構に対しては、前述の 21 層モデルで採用した設計用ベースシヤ係

数、C b =0.125 に対する許容応力度設計を実施し、部材を選定した。全重量（基礎以外）の

上限が 1000 tであるため、柱の軸力レベルは、想定する高さ 80 mの超高層建物下層部の

1/3 程度である。柱は、幅厚比を超高層建物で用いられる値としたうえで、長期の軸力比

を中柱で 0.2 程度、隅柱で 0.1 程度とした（□-400x400x25）。梁については、G2 梁

(H-400x200x8x13)を架構の水平耐力を調整する目的で組み込み、G1 梁(H-600x200x9x19)、

G4 梁(H-800x199x10x15)を初期の超高層建物に使用された断面 13), 14), 15) とした。図 7 にそ

の柱梁接合部を示す。G1 梁を工場溶接接合部、G4 梁を現場溶接接合部とし、ここに初期に

用いられた接合部詳細 13), 14), 15) 

表 2 試験体諸元一覧 

を再現した。架構内の各層には、厚さ 120 mmのコンクリ

ート床スラブを取り付けた。1 層目の柱脚は、振動台に緊結される剛強なコンクリート基

礎に 900 mm（せいの 2.3 倍）埋め込んだ。 

層 外径 総厚 水平剛性

(mm) (mm) (MN/m)

S-3rd F 500 124 0.70

S-2nd F 600 117 1.11

S-1st F 600 135 1.30

積層ゴム U型ダンパー

層 外径 総厚 水平剛性 名称 水平剛性 降伏強度

(mm) (mm) (MN/m) (MN/m) (kN)

S-3rd F 800 90 4.16 NSUD50 x 6 12.5 348

S-2nd F 900 90 4.91 NSUD50 x 8 16.6 464

S-1st F 1100 90 6.43 NSUD55 x 8 19.2 608

(a) 試験体の重量 

総重量 1119 t 

(b) 架構の鋼材 

(d) 単体積層ゴム 

柱 (SM490A) □-400 x 400 x 25

G1  H -600 x 200 x 8 x 19

G2  H -400 x 200 x 8 x 13

梁 (SM490A) G3  H -500 x 200 x 9 x 16

G4  H -800 x 199 x 10 x 15

G5  H -650 x 199 x 9 x 14

層 重量 層 重量

(t) (t)

S-4th F 180 F-4th F 53

S-3rd F 195 F-3rd F 53

S-2nd F 195 F-2nd F 56

S-1st F 166 F-1st F 221

(e) 塑性化装置 

降伏強度 引張強度 破断伸び

(N/mm2) (N/mm2) (%)

□-400 343 515 30

 H -600 357 532 30

 H -400 426 576 27

 H -500 366 532 27

 H -800 373 526 28

 H -650 344 514 28

(c) 鋼材の特性 

塑性化装置の積層ゴム：U 字型ダンパーと直列に配して剛性調整の役割を果たす（図 8 参照） 
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b) 縮約層 

縮約層の剛性は、縮約モデルを基本とする。非線形特性を擬似的に与えるために、6 基

の「単体積層ゴム」に加えて、鋼製U型ダンパー 17) と積層ゴムを直列に結合した「塑性化

装置」を組み込む。図 8 に設計方法を示す。塑性化装置の強度と剛性は、U型ダンパーの剛

性（K d）と降伏強度（Q dy）
17)、および積層ゴムの剛性（K rs）の組み合わせから調節した。

ここで、U型ダンパーの降伏後の剛性を 0 と見なせば、塑性化装置の降伏以降は、単体積層

ゴムの剛性（K rp）の 6 基分が層剛性として与えられる。なお、先のモデル化において、骨

格曲線は、床スラブの影響を剛性のみに見込み、強度に見込まない一般的設計条件で定義

されている。試験体においては、縮約層が下層の架構と強度バランスを保つよう、既往の

静的実験の結果 16) 

 

を参照し、床スラブによる強度上昇想定分（層として 1.2 倍）を反映し

た修正モデルを目標とした。 

c) 境界層 

図 9 に架構と縮約層の接合状況を示す。4 層目上の梁には縮約層のコンクリート錘が載

ることになる。実大架構の静的実験 16) 

 

では、柱の反曲点位置において擬似的ピン接合を設

け、取り付く下の柱梁接合部に曲げモーメントを供給することで、変形の整合性を保って

いる。本研究では、架構の 4 層目を、4 層目下の柱梁接合部にモーメントを供給する境界

層とみなし、4 層目下の柱梁接合部から考察の対象範囲とする。 

U 型ダンパー  

積層ゴム  

図 8 縮約層の設計 

単体積層ゴム  

Kd , Qdy 
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（並列）  
＋  
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柱上 6 箇所  
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d) プッシュオーバー解析 

表 2 の諸元を反映したプッシュオーバー解析で試験体の条件を確認する。架構には、2

次元フレームモデルを用いる。柱、梁を線材置換し、材端にバイリニアの回転ばねを配す。

回転ばねの降伏強度は全塑性モーメントMpとする。だだし、梁の正曲げの強度は、静的実

験 16) の結果を参照してMpの 1.4倍とする。降伏後の 2次剛性は初期剛性の 6 % 18)

 

 とする。

縮約層にはせん断ばねを用い、U型ダンパーをバイリニアとする。 

 

解析における層せん断力と層間変形角の関係を図 10 に示す。縮約層の層間変形角は、

層間変形を 5 層分の階高で除した値である。修正モデルの骨格曲線には、床スラブによる

強度の上昇が反映されている。縮約層の解析結果は、その骨格曲線と 0.01 rad に至るまで

図 9 架構と縮約層の境界 

スタイロフォーム 

520 
900 

600 

梁  

試験部分 試験部分 

接合部分 

境界層 

本実験  柱中央を反曲点高さとした静的実験 16）  

コンクリート錘  

図 10 プッシュオーバー解析 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 0.002 0.004 0.006 0.008 0.01 0.012 0.014

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 0.002 0.004 0.006 0.008 0.01 0.012 0.014

F-2nd F 

(a) 縮約層  

    

 

(b) 架構（桁行方向）  

    

S-2nd F 

S-3rd F 

 

S-1st F 
修正モデルの骨格曲線  
解析  

Drift angle (rad) 

 

Drift angle (rad) 

 Story shear force (kN) 

Story shear force (kN) 



218 
 

ほぼ一致している。続く第 2 降伏点は表現できていないが、図 4 の地震応答解析を参照す

ると、縮約層の最大層間変形は、第 2 降伏点を大きく超えない。試験体の縮約層では、第

1 降伏点に対応する剛性低下とエネルギー吸収が意図されており、図 10(b)の架構に対する

解析結果を見れば、想定範囲内において、縮約層と架構の強度バランスは保たれている。 

桁行方向の架構と梁間方向の架構は、同様の設計を経て部材断面を決めており、解析に

おいて、層間変形角 0.005 rad、0.01 rad 時における強度の差は 5 %以下である。 

 
3) 加振実験 

システム同定では、共振、モードの励起、高さ方向の変形分布等に関する条件として、

固有周期、減衰定数、伝達関数、モード形状を調べる。地震動入力においては、設計用地

震動であるエルセントロ波のレベル 1（EL-NS-L1）とレベル 2（EL-NS-L2）、および首都圏

に予測される長周期地震動、東扇島波の 50%加振（HOG-NS-50%）と 100%加振（HOG-NS）を

取り上げて、実現された地震応答を確認する。 

 
a) 計測概要 

床加速度、層間変位、柱と梁の歪を中心に計 674ch の計測を行った。振動台上、基礎上、

各層床上の加速度を、桁行方向、梁間方向および上下方向に対して計測した。架構および

縮約層の層間変位を、桁行方向、梁間方向に対して計測した。柱と梁の端部におけるひず

みを計測した。他にも、柱と梁における曲げモーメントを算出するために、端部から離れ

た断面のひずみを計測した。梁の端部の回転角を求めるために、梁の高さ方向 2 ヶ所にお

いて梁の軸方向変形を計測した。全体の応答状況、梁の端部等の損傷状況を、ビデオ映像

に記録した。 

 
b) システム同定 

ホワイトノイズ加振は、継続時間を 250 秒、周波数帯域を 0.2- 20 Hzとした。弾性域と

見なせるほぼ最大のホワイトノイズ加振、すなわち、架構の層間変形が 15-19 mm (層間変

形角 0.004-0.005 rad)、積層ゴムの変形が 60-80 mm (せん断ひずみ約 70 %)の加振におい

て得られた 3 次までの共振振動数、固有周期と減衰定数を表 3 に示す。試験体が実現した

1 次固有周期T 1  は、桁行方向で 2.13 sec、梁間方向で 2.24 秒となった。当初設定した

2.4秒よりも若干短いのは、試験体の重量が設計値よりも約 10 %小さくなったことによる。

想定した超高層建物の高さH=80 mとT 1の関係にしてみるとT 1 =0.027･Hとなる。1 次モード

の減衰定数は、桁行方向で 2.6 %、梁間方向で 2.7 %となり、周期とともにほぼ等しい値と

なった。伝達関数、モード形状も一致したため、以降の図では桁行方向の結果のみを示す

こととする。試験体の基礎と頂部の伝達関数を図 11 に示す。21 層モデルは 19 階との伝達

関数である。その剛性を一律に調整し、試験体と 1 次固有周期をあわせ、1 次モードの減

衰定数を 2.6 %として、そこでのカーブを実験結果とあわせている。このとき、試験体と

21 層モデルの 2 次と 3 次における固有周期は 5 %以下の相違である。一方、対応する試験

体の応答値は、剛性比例型減衰を仮定した 21 層モデルよりも大きい。実際の建物でも、高
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次の減衰が設計で仮定される剛性比例値よりも小さくなることが指摘されている 19)。実測

値 19)、 20) 

表 3 ホワイトノイズ加振の結果 

と比較すれば、試験体で得られた減衰定数は、およそ同等な値である。 

(a) 桁行方向 
Mode 1st 2nd 3rd 

共振振動数  (Hz) 0.47 1.25 1.90 

固有周期  (s) 2.13 0.80 0.53 

減衰定数  (%) 2.6 3.4 4.7 

(b) 梁間方向 
Mode 1st 2nd 3rd 

共振振動数  (Hz) 0.45 1.23 1.95 

固有周期  (s) 2.24 0.82 0.51 

減衰定数  (%) 2.7 2.7 3.4 

試験体のモード形状と 21 層モデルのモード形状を、縦軸を階数として図 12 に示す。加

振による応答結果からモード振幅を求める方法としては、線形直接法 21) 
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を用いた。試験体

においては、縮約層の値を 19 階、14 階、9 階にプロットしている。ここでは、最も大きい

図 12 モード形状 

(a) 1st Mode 

0

10

20

30

0 0.5 1 1.5 2 2.5

試験体  

 21 層モデル(剛性比例型減衰) 

Magnitu

 

Frequency (Hz) 
図 11 伝達関数 

(b) 2nd Mode (c) 3rd Mode 

Story Story Story 

21 層モデル  

試験体  

 



220 
 

振幅を示した層の値を、21 層モデルの計算結果と一致させるように全ての振幅に係数を乗

じている。図において、試験体と 21 層モデルのモード形状は、1 次モードの場合において、

ほぼ一致している。2 次モード、3 次モードについても良い対応を示している。 

 
c) 地震動入力 

i) 地震動 

実験は、水平 2 方向の同時加振である。試験体の動特性は、桁行方向と梁間方向におい

てほぼ等しいことを確認しており、ここでは、桁行方向の実験結果について述べる。桁行

方向に入力した地震動の時刻歴波形を図 13 に示す。EL-NS-L2 における主要動の継続時間

はおよそ 40 秒、HOG-NS における主要動の継続時間はおよそ 120 秒である。図 14 に入力地

震動の速度応答スペクトルを示す。HOG-NS は、試験体の 1 次固有周期 2 秒前半からすると、

周期 3 秒付近のピークに向かって振幅が大きくなる傾向にある。図には、試験体の基礎上
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で記録された加速度波形から求めたスペクトルを示している。いずれの地震動も、ほぼ一

致しており、試験体には予定された地震動入力が与えられた。 

 

ⅱ) 地震応答 

実験において試験体は、EL-NS-L1 と HOG-NS-50%を入力した場合に弾性応答を示し、

EL-NS-L2と HOG-NSを入力した場合に弾塑性応答を示した。弾塑性応答時において架構は、

梁の端部が主に降伏した。以降では、床応答波形、最大層間変形角、層の弾塑性履歴の順

序で、応答性状を見ていく。 

 

－床応答波形－ 

EL-NS-L2、HOG-NSに対する、試験体頂部の加速度波形と速度波形を図 15 に示す。加速

度波形についてEL-NS-L2 の場合は高次の成分が確認でき、最大振幅は 5.4 m/s2である。

HOG-NSにおける最大振幅は 3.7 m/s2

加速度波形のフーリエスペクトルを図 16 に示す。ここでは、塑性化を確認するために、

EL-NS-L1 と HOG-NS-50%の結果に入力比である 2 を乗じたもの（EL-NS-L1x2、HOG-NS-50%x2）

でそれよりも小さい。速度波形にすると高次の成分が

弱まり、EL-NS-L2 における最大振幅が 1.3 m/sとなるのに対して、HOG-NSにおける最大振

幅は 1.6 m/sとなる。HOG-NSに対しては、1 m/sレベルの速度振幅が 80 秒以上にわたって

繰り返されており、長時間の共振が確認できる。 
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をあわせて示す。EL-NS-L2 において、1 次と 2 次の固有周期帯に同程度のピークが確認で

きる。一方、HOG-NS においては、1 次の固有周期帯のピークのみが卓越しており、地震動

の周期特性に応じた振動モードが励起されている。塑性化の影響を見ると、EL-NS-L2 にお

けるピークの振幅は 1 次と 2 次でいずれも EL-NS-L1x2 における値より小さく、塑性化によ

って応答が抑制されている。HOG-NS におけるピークの振幅が HOG-NS-50%x2 における値よ

りも大きいのは、周期の伸びによる応答の増幅が現れたためである。 

 

－変形分布－ 

図 17 に変形分布として、最大層間変形角の高さ方向に対する分布を示す。縮約層の最

大層間変形角は、等価な高さにプロットしている。EL-NS-L2 と EL-NS-L1 の場合は、2 次モ

ードが励起され、上層の値と下層の値がほぼ等しい。最大値は、それぞれ 0.009 rad と 0.005 
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rad で、超高層建物に対する従来の設計で想定した応答値を再現している。1 次モードが卓

越する HOG-NS と HOG-NS-50%の場合を見ると、下層ほど最大層間変形角が大きくなってお

り、下層を架構とした実験方針の背景が現れている。最大値は、それぞれ 0.01 rad と 0.005 

rad である。 

 
－吸収エネルギーから求めた累積塑性変形倍率－ 

層せん断力と層間変形角の履歴を図 18 に示す。層せん断力は、各層の質量に加速度波

形を乗じて求めた。架構においては、梁端下フランジに配したひずみゲージの値が、層間

変形角 0.0055 rad で降伏ひずみに達したことを確認している。履歴は、その変形レベルよ

り、紡錘形を示している。縮約層においても、EL-NS-L2 と HOG-NS に対する最大変形が近

い層を示している。その剛性は 0.005 rad 付近で低下しており、設計で意図した非線形特

性が反映されている。 

ここで、図 18 の関係をもとに、層としての最大塑性率と累積塑性変形倍率を見てみる。

架構と縮約層のいずれに対しても、塑性率が 1 のときの基準変形角を 0.005 radとする。

このときの層間変形をδ y、層せん断力をQ yとし、履歴吸収エネルギーEをQ yとδ y

 

で除して累

積塑性変形倍率を求める。図 19 に結果を示す。架構について見ると、最大塑性率はEL-NS-L2

とHOG-NSの場合で、いずれも 2 程度である。一方、その累積塑性変形倍率は、HOG-NSにお

ける値がEL-NS-L2 における値の 4 倍に達している。縮約層についても傾向は同様である。

すなわち、長周期地震動を受ける超高層建物が、設計想定レベルの塑性変形を多数回被り、

その塑性変形が累積されるという状況が表現されている。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

過去に、高層建物群が大地震の洗礼を受けたことはない。大地震を受ける高層建物の損

傷過程、終局状態を適切に表現する実験資料を蓄積し、その被害様相を総合的に検証する

必要がある。 

本研究は、E-ディフェンス震動台を用いる大規模な振動台実験から、この問題に取り組

むものである。本論では、実験手法のコンセプトと試験体の力学特性を設計手順に沿って

述べ、構築した試験体に対する加振実験から動特性および地震応答性状を確認した。その

試験体は、実際の建物の損傷状況に近い現象をとらえるために床スラブ付きの鋼構造架構

を試験部分とし、柱梁接合詳細をできるだけ忠実に再現した。これを下層部とし、上層部

はそのうえに配す大重量のコンクリート錘と積層ゴムによって表現した。 

試験体に対するシステム同定加振では、1 次から 3 次までの固有周期、および対応する

モード形状が、高さ 80 m の超高層建物に相当することを確認した。続くレベル 2 設計用地
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震動（エルセントロ波）と長周期地震動（東扇島波）による加振では、地震動の周期特性

に応じた振動モードが励起され、いずれも最大層間変形角は、0.01 rad 程度となった。一

方、長周期地震動の場合は、長時間にわたって共振したため、層としての累積塑性変形倍

率は、設計用地震動による値の 4 倍に達した。すなわち、長周期地震動を受ける超高層建

物が、設計想定レベルの塑性変形を多数回被り、その塑性変形が累積されるという状況が

表現された。 

さらに、本システムが 21 年度に実施される応答低減実験への適用の可能性があること

が確認できた。 
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